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畜産経営指導支援事業実施要領 

 

一般社団法人 北海道酪農畜産協会 

 令和５年 ３月１４日 制定 

令和５年１１月１日 改正 

令和６年１２月２６日 改正 

 

第１ 趣旨 

北海道の酪農・畜産は、経営者自らの努力と、農業協同組合、農業改良普及

センター、地方自治体等の関係機関・団体（以下「農協等」という。）の指導支

援等により発展し、国内への畜産物の供給のみならず、幅広い関連産業ととも

に、地域の雇用や経済を支える重要な基幹産業として大きな役割を果たしてい

る。 

しかし、近年、経営者の高齢化や後継者不在等による農家戸数の減少、家族

経営や規模拡大を支える営農支援組織の労働力不足、進展する国際化等への対

応が課題となっており、酪農・畜産を取り巻く情勢が不透明な状況にある中、

今後の酪農・畜産経営が持続してくためには、生産者個々の経営体質の強化が

求められる。 

このため、一般社団法人北海道酪農畜産協会（以下「協会」という。）は、酪

農経営及び肉用牛経営（以下、「畜産経営」という。）の経営分析・総合診断に

より経営課題の把握に努め、農協等と連携し効率的・効果的な指導助言を行い、

畜産経営の体質強化を図っていく。 

さらに、経営分析・総合診断により得られた畜産経営情報を分析し、広く発

信することにより、農協等における畜産経営に対する指導支援の強化に取り組

んでいく。 

 

第２ 事業内容 

  協会は、北海道の畜産経営のうち、経営支援を特に必要とする対象（以下、

「支援対象経営」という。）を選定し、協会の経営分析や総合診断の手法を用い

て以下の事業に取り組む。 

 

１ 酪農経営分析（簡易分析） 

協会が開発、運用する「酪農経営支援システム」により、支援対象経営の

生乳出荷データ、組合員勘定等の収支データ及び牛群検定成績等の生産技術

データを統合・集計し、比較分析及び地域酪農経営の傾向分析等を行うほか、

分析結果について農協等に説明する。 

 

２ 総合診断 

支援対象経営について、生産原価、収益性、安全性、生産技術等の分析に
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より経営状況を総合的に診断し、その結果に基づき農協等と対処方針及び改

善対策を検討するほか、支援対象経営に対する指導助言を行う。 

 

３ フォローアップ 

２の指導助言後に、支援対象経営の経営改善をより推進するため、農協等

と連携して、経営改善状況の確認及び改善対策の見直しを行うほか、支援対

象経営に対する指導助言を行う。 

 

４ シミュレーション 

家畜増殖、生産・販売、収支及び新規投資等のシミュレーションを行い、

経営改善計画策定の支援を行う。 

 

５ モニタリング 

家畜増殖、生産・販売、収支等を定期的にモニタリングし、必要に応じて

現地にて指導助言を行う。 

 

 ６ 研修会等支援 

   農協等が開催する畜産経営に関する検討会及び研修会等を支援するため、

協会職員を派遣する。 

 

 ７ 畜産経営情報の発信 

   １及び２で実施した経営分析結果を集計し、広く発信する。 

 

第３ 事業対象者 

  第２の１～６の事業対象者は原則として、以下の要件を満たす農協等とする。 

ただし、第２の２～５については特別な事情がある場合、個別畜産経営であ

っても事業対象者とするが、以下の要件のうち２の１）、３の１）、４の１）、５

の１）を満たすものとする。 

 

 １ 酪農経営分析（簡易分析） 

支援対象経営につき、別表１の酪農経営分析に必要な経営データの収集及

び協会への提供ができること。 

なお、支援対象経営は生乳を生産する酪農経営に限る。 

 

２ 総合診断 

１）支援対象経営につき、別表２の総合診断に必要な経営データの収集及び

協会への提供ができること。 

２）協会による現地調査の際に、支援対象経営との連絡調整及び担当者の随

行ができること。 

３）支援対象経営に関する検討及び現地指導を主体的に取り組めること。 
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３ フォローアップ 

１）支援対象経営が、第２の２の総合診断を実施していること。 

２）支援対象経営に関する検討及び現地指導を主体的に取り組めること。 

 

 ４ シミュレーション 

１）支援対象経営が、第２の２の総合診断もしくは第２の５のモニタリング

を実施していること。 

２）協会による現地訪問の際に、支援対象経営との連絡調整及び担当者の随

行ができること。 

 

５ モニタリング 

１）支援対象経営につき、別表３のモニタリングに必要な経営データの収集

及び協会への提供ができること。 

２）協会による助言指導の際に、支援対象経営との連絡調整及び随行ができ

ること。 

 

 ６ 研修会等支援 

１）第２の１～５のいずれかの事業対象者であること。 

２）検討会及び研修会等を主体的に開催できること。 

 

第４ 事業推進 

協会は、北海道並びに関係団体と連携し事業の推進を行うこととし、北海道

並びに関係団体は、協会の依頼に基づき、農協等に対し、事業内容の周知に努

める。 

 

第５ 事業申込 

  農協等が第２の１～６の事業を要望する場合は、事業ごとに別紙様式第１号

の１~６の畜産経営指導支援事業申込書を協会会長に提出するものとし、個別

畜産経営が第２の２～５の事業を要望する場合も同様とする。 

 

第６ 実施決定 

  協会は、農協等もしくは個別畜産経営から提出された畜産経営指導支援事業

申込書に記載されている、申込理由、目的等を確認した上で、事業実施を決定

し、別紙様式第２号の畜産経営指導支援事業実施決定通知書により事業対象者

に通知する。 

   

第７ 変更または中止 

事業対象者が第６で実施決定した事業を変更または中止する場合は、別紙様

式第６号の畜産経営指導支援事業の変更・中止に係る申請書に、変更または中
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止の内容を記載し、協会に申請する。 

協会は、事業対象者から事業の変更または中止について申請があった場合、

改めて審査を行い、事業の変更または中止を決定し、別紙様式第７号により事

業対象者に通知する。 

 

第８ 取り消し等 

  協会は、第６の事業実施決定後に生じた事情変更等により事業を継続する必

要がなくなった場合、もしくは事業対象者が事業に関して事務手続の著しい遅

延その他不適当な行為をした場合には、事業の全部または一部を取り消しまた

は変更することができる。 

 

第９ 同意確認 

第６により事業対象者となった農協等は、必要に応じて支援対象経営が協会

に経営データを提供することの同意を確認することとし、別表４に示す様式を

参考に同意書を整備し、協会に提出する。 

事業対象者が個別畜産経営の場合は、自ら別表４に示す様式により同意書を

整備し、協会に提出する。 

 

第１０ 事業実施 

協会は、第２の事業について、以下のとおり実施する。 

 

１ 酪農経営分析（簡易分析） 

１）協会が運用する酪農経営支援システムについては、分析及び情報提供に

係る事項等を別途「酪農経営支援システムの運用について」に定める。 

２）別表１の酪農経営分析に必要なデータを事業対象者から提供を受ける。 

３）提供されたデータをとりまとめ、分析結果を事業対象者に提供する。 

４）必要に応じて、事業対象者に経営分析結果の見方を説明する。 

 

２ 総合診断 

１）別表２の経営診断に必要なデータを事業対象者から提供を受ける。 

２）提供されたデータ等をとりまとめ、支援対象経営に対する現地調査を行

う。 

３）現地調査結果をとりまとめ、各種分析・総合診断を行う。 

４）総合診断結果に基づき、事業対象者と支援対象経営に係る対処方針及び

改善対策を検討し、現地にて事業対象者と連携した指導助言を行う。 

 

３ フォローアップ 

１）第２の２の指導助言後に、事業対象者が行う支援対象経営に係る検討会

及び現地指導等に参加し、指導助言を行う。 
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 ４ シミュレーション 

１）第２の２もしくは第２の５の指導助言後に、事業対象者及び支援対象経

営と具体的な改善対策を検討し、家畜増殖、生産・販売、収支及び新規

投資等について中長期的なシミュレーションを行う。 

２）シミュレーション結果を事業対象者及び支援対象経営に示す。 

 

５ モニタリング 

１）別表３のモニタリングに必要なデータを事業対象者から提供を受ける。 

２） 支援対象経営の、生産・導入・販売実績、収支等を定期的にモニタリン

グし、事業対象者及び支援対象経営に報告する。 

３）必要に応じて不定期に現地確認及び指導助言を行う。 

４）協会は、モニタリングに係る業務について、委託契約書により、支援対 

象経営と委託契約を締結するものとする。 

 

 ６ 研修会等支援 

事業対象者が開催する検討会及び研修会等に事業対象者からの求めに 

より、協会の職員を派遣する。 

 

７ 畜産経営情報の発信 

１）第２の１及び２で実施した経営分析結果について、年次毎に集計する。 

２）集計結果について、協会ホームページ等を活用して広く公開する。 

   

第１１ 実施報告 

  協会は、第２の事業実施完了後速やかに実施結果について、事業対象者に別

紙様式第４号の畜産経営指導支援事業実施報告書により報告する。 

    

第１２ 負担金 

 １ 協会は、第２の事業実施に係る費用の一部を事業対象者に負担を求めるこ

ととし、負担金額等を別表５に定める。  

２ 協会は、第１０の実施報告後、事業対象者に対し別紙様式第５号の畜産経

営指導支援事業負担金請求書にて負担金の請求を行うものとする。  

３ 事業対象者は、２の請求に基づき、協会が指定する口座に振り込みにて負

担金を支払うものとする。  
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別表１ 酪農経営分析（簡易分析）に必要な経営データ 

データの種類 備    考 

クミカン取引明細データ（分析対象年次） 北農電算４次：標準型（CSV）等  

年間出荷乳量・乳脂肪率・無脂固形分率 バルク乳旬報等 

牛群検定成績データ（乳検参加経営のみ） 北海道酪農検定検査協会が保有するデータ 

 

別表２ 総合診断に必要な経営データ 

データの種類 備   考 

クミカン取引明細等取引がわかるもの 北農電算４次：標準型（CSV）等  

クミカン営農管理報告票 年末の経営収支がわかるもの  

飼養牛個体識別データ ホルスタイン農協等が保有するデータ 

牛群検定成績表（乳検参加経営のみ）【酪農】 北海道酪農検定検査協会が保有するデータ 

月次出荷乳量・乳成分・販売価格等【酪農】 バルク乳旬報、生乳代金精算書等 

繁殖台帳【肉用牛繁殖】 協会が保有するデータ 

授精台帳【肉用牛繁殖】 生産者が保有する資料 

牛個体導入・販売価格がわかるもの 導入・販売牛の個体識別番号と価格 

資産・負債・損益・所得がわかるもの 青色申告書、決算書等 

労働力、土地等の状況がわかるもの 営農計画書等 

期首と期末の負債状況がわかるもの 償還計画表等 

リース資産の状況がわかるもの クラスター、楽酪、畜近等の償還表等 

建物、機械、牛の取得年月、取得価格、償却期

間等がわかるもの 

固定資産台帳及び育成家畜棚卸台帳等 

（青申、決算書の付表） 

購入飼料の内容・数量がわかるもの 飼料取引明細、飼料成分（DM・TDN・CP） 

 

別表３ モニタリングに必要な経営データ 

経営データの種類 備考 

月次導入・販売牛データ 導入・販売牛の個体識別番号と価格 

牛群検定成績表（参加者のみ） 北海道酪農検定検査協会が保有するデー

タ 

月次出荷乳量・乳成分・販売価格等 バルク乳旬報、生乳代金精算書等 

クミカン取引明細等取引がわかるもの クミカン、総勘定元帳等のデータ 
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別表４ 経営データ提供に関する同意書 

事業区分 様  式 備   考 

第２の１ 別紙様式第３号－１ 

 

分析結果を支援対象経営に配布する場

合は必須。 

過去に提出している場合は不要。 

第２の２ 

 

別紙様式第３号－２ 

 

必須。酪農経営用と肉用牛経営用があ

ることに留意。 

過去に提出している場合は不要。 

第２の３及び４ 別紙様式第３号－２を準用 過去に別紙様式第３号－２を提出して

いる場合は不要。 

※独自様式を使用して同意確認した場合は、その写しを提出すること 

 

別表５ 負担金額 

事業区分 事業実施内容 負担金額（消費税別） 

第２の１ ⚫ 酪農経営分析、結果の提供 

⚫ 見方の説明（必要に応じて） 

無料 

第２の２ 

 

⚫ 各種分析による総合診断 

 

１件当たり 50,000円 

※事業実施者が個別畜産経営の場合は、 

１件当たり 100,000円 

第２の３ ⚫ 総合診断及び指導助言後のフォ

ローアップ 

１回当たり 30,000円／件 

※リモートで実施する等、出張が伴わな

い場合は無料 

第２の４ ⚫ 家畜増殖、生産・販売、収支及

び新規投資等のシミュレーショ

ン 

１件当たり 50,000円 

 

第２の５ 

 

⚫ モニタリング 

 

【月毎の実施の場合】 

１件当たり 240,000円/年 

【四半期毎の実施の場合】 

１件当たり 200,000円/年 

第２の６ ⚫ 検討会及び研修会等に係る本協

会職員の派遣 

１回当たり 30,000円 

※リモートで実施する等、出張が伴わな

い場合は無料 

※負担金額は、別途消費税を加えて請求するものとする。
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別紙様式第１号－1 

 

畜産経営指導支援事業（酪農経営分析（簡易分析））申込書 

年 月 日 

一般社団法人北海道酪農畜産協会 

会  長  ○ ○ ○ ○  様 

 

［農協等名］ 

［代表者名］ 

 

 このたび、畜産経営指導支援事業実施要領を承諾し、同要領第５の規定に基づき、下記の

とおり同要領第２の事業のうち酪農経営分析（簡易分析）に申し込みます。 

記 

 

１．申込者（農協等担当者）  

所属・役職  氏名  

電話番号  メールアドレス  

 

２．内容 

１）支援対象経営 別紙のとおり 

 

２）分析結果提出希望時期      年    月頃まで 
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別紙 支援対象経営一覧 

ｸﾐｶﾝ CD 

（※1） 

乳検 CD 

（※2） 

該当する場合○ 備考 

 法人 

（※3） 

放牧 

（※4） 

TMRC（※

5） 

複合部門 

耕種 畜産 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

※1 必須項目 

※2 牛群検定事業に参加の場合に記入（略さず 7桁数字を入力、不参加は空欄） 

※3 一戸法人等で個人経営として分析する場合は記入しない 

※4 搾乳牛が採食している場合（育成・乾乳牛のみを放牧する場合は記入しない） 

※5 分析対象年に TMR ｾﾝﾀｰから定期的に飼料の供給を受けている場合 

※6 欄が不足する場合は別葉にて整理 
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別紙様式第１号－２ 

 

畜産経営指導支援事業（総合診断）申込書 

年 月 日 

一般社団法人北海道酪農畜産協会 

会  長  ○ ○ ○ ○  様 

 

［農協等または個別畜産経営名］ 

［代表者名］ 

 

 このたび、畜産経営指導支援事業実施要領を承諾し、同要領第５の規定に基づき、下記の

とおり同要領第２の事業のうち総合診断に申し込みます。 

記 

 

１．申込者（農協等担当者または個別畜産経営名）  

所属・役職  氏名  

電話番号  メールアドレス  

 

２．内容 

支援対象 

経営名 

経営 

類型 

(※1) 

経営 

規模 

(※2) 

住所 個体識別 

農家 ID 

(※3) 

申込理由 

(※4) 

経営課題 

(※5) 

現地調査 

可能時期 

(※6) 

指導助言 

希望時期 

(※7) 

         

         

         

※1 「酪農」「肉用牛繁殖」「肉用牛肥育」等と経営類型がわかるように記載 

※2 頭数規模（経産牛頭数、繁殖雌牛頭数、肥育牛常時飼養頭数等）、粗飼料面積（牧草、デ

ントコーン等）、労働人数（家族労働人数、雇用労働人数等）を記載 

※3 （独）家畜改良センターに登録している農家コード（複数ある場合は全て記入） 

※4 申込に至った理由を簡潔に記載（例：後継者に経営状況を把握してもらうため） 

※5 農協等からみた支援対象経営の課題を記載（例：経営コストが高い） 

  （農協等が過去に実施した指導内容が記載された内部報告書等の写しの添付可） 

※6 現地調査可能時期を記載（牧草収穫時期等繁忙期は避けます） 

※7 総合診断結果に基づく指導助言の実施希望時期を記載 
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別紙様式第１号－３ 

 

畜産経営指導支援事業（フォローアップ）申込書 

年 月 日 

一般社団法人北海道酪農畜産協会 

会  長  ○ ○ ○ ○  様 

 

［農協等または個別畜産経営名］ 

［代表者名］ 

 

 このたび、畜産経営指導支援事業実施要領を承諾し、同要領第５の規定に基づき、下記の

とおり同要領第２の事業のうちフォローアップに申し込みます。 

記 

 

１．申込者（農協等担当者または個別畜産経営名）  

所属・役職  氏名  

電話番号  メールアドレス  

 

２．内容 

支援対象 

経営名 

総合診断 

実施年度 

(※1) 

協会の 

支援方法 

(※2) 

実施希望 

回数 

 

実施希望 

時期 

(※3) 

     

     

     

※1 総合診断と同年度の実施を希望する場合は、実施予定年度を記載 

※2 「現地指導参加」「検討会リモート参加」等、協会の出張の有無がわかるよう記載 

※3 複数回希望の場合は、それぞれの希望時期を記載 
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別紙様式第１号－４ 

 

畜産経営指導支援事業（シミュレーション）申込書 

年 月 日 

一般社団法人北海道酪農畜産協会 

会  長  ○ ○ ○ ○  様 

 

［農協等または個別畜産経営名］ 

［代表者名］ 

 

 このたび、畜産経営指導支援事業実施要領を承諾し、同要領第５の規定に基づき、下記の

とおり同要領第２の事業のうちシミュレーションに申し込みます。 

記 

 

１．申込者（農協等担当者または個別畜産経営名）  

所属・役職  氏名  

電話番号  メールアドレス  

 

２．内容 

支援対象 

経営名 

総合診断 

実施年度 

(※1) 

シミュレーションの目的 

(※2) 

実施希望 

時期 

(※3) 

    

    

    

※1 総合診断と同年度の実施を希望する場合は、実施予定年度を記載 

※2 「新規投資に係る資金計画の作成」など 

※3 経営改善計画策定が必要な時期等を記載（資金借入のための期限がある場合など、優先

的に取り組むよう調整します） 
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別紙様式第１号－５ 

 

畜産経営指導支援事業（モニタリング）申込書 

年 月 日 

一般社団法人北海道酪農畜産協会 

会  長  ○ ○ ○ ○  様 

 

［農協等または個別畜産経営名］ 

［代表者名］ 

 

 このたび、畜産経営指導支援事業実施要領を承諾し、同要領第５の規定に基づき、下記の

とおり同要領第２の事業のうちモニタリングに申し込みます。 

記 

 

１．申込者（農協等担当者または個別畜産経営名）  

所属・役職  氏名  

電話番号  メールアドレス  

 

２．内容 

支援対象 

経営名 

決算期末月

(※1) 

開始希望 

年月 

モニタリングに必要な 

データ提供方法(※2) 

導入・販売 

 

収支 

 

     

     

     

※1 個人経営の場合は 12月、法人経営の場合は決算期末月を記載 

※2 データの提供元（ＪＡ等）、データの種類（ｴｸｾﾙ、PDF、FAX等）を記載 
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別紙様式第１号－６ 

 

畜産経営指導支援事業（研修会等支援）申込書 

年 月 日 

一般社団法人北海道酪農畜産協会 

会  長  ○ ○ ○ ○  様 

 

［農協等または個別畜産経営名］ 

［代表者名］ 

 

 このたび、畜産経営指導支援事業実施要領を承諾し、同要領第５の規定に基づき、下記の

とおり同要領第２の事業のうち研修会等支援に申し込みます。 

記 

 

１．申込者（農協等担当者または個別畜産経営名）  

所属・役職  氏名  

電話番号  メールアドレス  

 

２．内容 

実施区分 

(※1) 

対  象 

(※2) 

内  容 

(※3) 

開催予定時期 

(※4) 

    

※1 検討会、研修会、勉強会等を記載 

※2 農協職員、酪農経営者（〇〇部会）等、対象者を記載 

※3 経営分析・診断結果に関する内容だが、生産技術面でも内容によっては対応できる可能

性があるので、応相談 

※4 概ねの開催予定時期を記載 
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別紙様式第２号 

 

畜産経営指導支援事業実施決定通知書 

 

年 月 日 

 

［農協等または個別畜産経営代表者］  様 

 

一般社団法人 北海道酪農畜産協会 

会  長  ○ ○ ○ ○ 

 

  年 月 日付けで申込があった畜産経営指導支援事業について、下記のとおり実施する

ことに決定したので、畜産経営指導支援事業実施要領第６の規定に基づき通知します。 

 

記 

 

１ 決定事項 

事業区分 事業内容 支援対象経営 実施予定 

時期 

協会 

担当者 

備 考 

      

      

 

２ 留意点等 

１) 酪農経営分析、総合診断及びモニタリングについては、同要領別表１、別表２及び別

表３のデータ提供をお願いします（協会担当者が別途連絡いたします）。 

２) 協会担当者からの依頼により、現地調査及び現地での指導助言等に係る調整をお願い

します。 

 ３）モニタリングについては、委託契約の締結をもって事業を実施いたします。  
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別紙様式第３号－１ 

 

酪農経営分析（簡易分析）に係る経営データ提供に関する同意書 

 

年 月 日 

 

一般社団法人 北海道酪農畜産協会会長 様 

 

住    所                                 

                 

氏名又は名称                   

 

                 クミカンコード                  

 

 私は、一般社団法人北海道酪農畜産協会が下記１の目的で使用するために、下記２の経営

データを提供することについて同意します。 

また、協会が私の経営分析結果を畜産経営指導支援事業実施要領第２の７の集計分析に使

用することに同意します。 

 

記 

 

１ 目 的   畜産経営指導支援事業実施要領第２の１の酪農経営分析（簡易分析） 

 

２ 提供する経営データ等 

NO 経営データの種類 備考 

1 クミカン取引明細データ（分析対象年次） 北農電算４次：標準型（CSV）等  

2 年間出荷乳量・乳脂肪率・無脂固形分率 バルク乳旬報等 

3 牛群検定成績データ（乳検参加経営のみ） 北海道酪農検定検査協会保有のデータ 

 

※1 複数の酪農経営から同意確認する場合は、住所及び氏名又は名称欄に「別記のとおり」

と記載し、別紙様式３号－１の別記に必要事項を記載、押印の上、添付すること 

※2 本様式の他、牛群検定成績データ取得のため、乳検組合が北海道酪農検定検査協会に提

出する同意書を整備願います 
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別紙様式第３号－１の別記 

 

酪農経営分析に係る経営データ提供に関する同意書の別記 

 

NO 同意年月日 同意者住所 同意者 

氏名又は名称 

同意者 

クミカン 

ＣＤ 

 

1 

 

    

 

2 

 

    

 

3 

 

    

 

4 

 

    

 

5 

 

    

 

6 

 

    

 

7 

 

    

 

8 

 

    

 

9 

 

    

 

10 

 

    

※欄が不足する場合は別葉にて整理 
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別紙様式第３号－２ 

 

総合診断に係る経営データ提供に関する同意書（酪農経営） 

 

 年 月 日 

 

一般社団法人 北海道酪農畜産協会会長 様 

 

住    所                                 

                 

氏名又は名称                    

 

 私は、一般社団法人北海道酪農畜産協会が下記１の目的で使用するために、下記２の経営

データを提供することについて同意します。 

また、協会が私の総合診断結果を畜産経営指導支援事業実施要領第２の７の集計分析に使

用することに同意します。 

記 

 

１ 目 的   畜産経営指導支援事業実施要領第２の２に係る総合診断 

 

２ 提供する経営データ等 

NO データの種類 備   考 

1 クミカン取引明細等取引がわかるもの 北農電算４次：標準型（CSV）等  

2 クミカン営農管理報告票 年末の経営収支がわかるもの  

3 飼養牛個体識別データ ホルスタイン農協等が保有するデータ 

4 牛群検定成績表 牛群成績、個体検定日成績、個体累計成績 

5 月次出荷乳量・乳成分・販売価格等 バルク乳旬報、生乳代金精算書等 

6 牛個体導入・販売価格がわかるもの 導入・販売牛の個体識別番号と価格 

7 資産・負債・損益・所得がわかるもの 青色申告書、決算書等 

8 労働力、土地等の状況がわかるもの 営農計画書等 

9 期首と期末の負債状況がわかるもの 償還計画表等 

10 リース資産の状況がわかるもの クラスター、楽酪、畜近等の償還表等 

11 建物、機械、牛の取得年月、取得価格、償

却期間等がわかるもの 

固定資産台帳及び育成家畜棚卸台帳等 

（青申、決算書の付表） 

12 購入飼料の内容・数量・成分がわかるもの 飼料取引明細、飼料成分（DM・TDN・CP） 
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別紙様式第３号－２ 

 

経営診断に係る経営データ提供に関する同意書（肉用牛経営） 

 

 年 月 日 

 

 一般社団法人 北海道酪農畜産協会会長 様 

 

住    所                                 

                 

氏名又は名称                    

 

 

 私は、一般社団法人北海道酪農畜産協会が下記１の目的で使用するために、下記２の経営

データを提供することについて同意します。 

また、協会が私の総合診断結果を畜産経営指導支援事業実施要領第２の７の集計分析に使

用することに同意します。 

記 

 

１ 目 的   畜産経営指導支援事業実施要領第２の２に係る総合診断 

 

２ 提供する経営データ等 

NO データの種類 備    考 

1 クミカン取引明細等取引がわかるもの 北農電算４次：標準型（CSV）等  

2 クミカン営農管理報告票 年末の経営収支がわかるもの  

3 飼養牛個体識別データ 農協等が保有するデータ 

4 繁殖台帳 本協会が保有するデータ 

5 牛個体導入・販売価格がわかるもの 導入・販売牛の個体識別番号と価格 

6 資産・負債・損益・所得がわかるもの 青色申告書、決算書等 

7 労働力、土地等の状況がわかるもの 営農計画書等 

8 期首と期末の負債状況がわかるもの 償還計画表等 

9 リース資産の状況がわかるもの クラスター、畜近等の償還表等 

10 建物、機械、牛の取得年月、取得価格、償

却期間等がわかるもの 

固定資産台帳及び育成家畜棚卸台帳等 

（青申、決算書の付表） 

11 購入飼料の内容・数量・成分がわかるもの 飼料取引明細、飼料成分（DM・TDN・CP） 
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別紙様式第４号 

 

畜産経営指導支援事業実施報告書 

 

年 月 日 

 

［農協等または個別畜産経営代表者］  様 

 

一般社団法人 北海道酪農畜産協会 

会  長  ○ ○ ○ ○ 

 

  年 月 日付けで実施決定した畜産経営指導支援事業について、畜産経営指

導支援事業実施要領第１０の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 実施実績      

事業区分 事業内容 支援対象経営 備  考 

    

    

 

２ 協会所見 

事業内容 支援対象経営 所    見 
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別紙様式第５号 

 

畜産経営指導支援事業負担金請求書 

 

年 月 日 

 

［農協等または個別畜産経営代表者］  様 

 

札幌市中央区北４条西１丁目１番地 

一般社団法人 北海道酪農畜産協会 

会  長  〇〇 〇〇 

（登録番号：T6430005001151） 

 

年 月 日付けで実施報告した畜産経営指導支援事業について、畜産経営指

導支援事業実施要領第１１の規定に基づき、下記のとおり請求します。  

 

記 

 

 

 

１ 負担金請求額    税込合計金額    円 

 

  【請求内訳】 

事業区分 事業内容 支援対象経営 単価 回数 税率 金額（税込） 

   円 回 ％ 円 

10％対象税込合計  円 

うち消費税（10％）  円 

 

２ 振込先 

①金融機関名：北洋銀行 北七条支店 

 口座番号 ：普通 ３４２６４１７ 

 口座名義 ：一般社団法人 北海道酪農畜産協会 

       (ｲｯﾊﾟﾝｼｬﾀﾞﾝﾎｳｼﾞﾝ ﾎｯｶｲﾄﾞｳﾗｸﾉｳﾁｸｻﾝｷｮｳｶｲ) 

②金融機関名：北海道信用農業協同組合連合会 

 口座番号 ：普通 １４４６１７２ 

 口座名義 ：一般社団法人 北海道酪農畜産協会 

(ｲｯﾊﾟﾝｼｬﾀﾞﾝﾎｳｼﾞﾝ ﾎｯｶｲﾄﾞｳﾗｸﾉｳﾁｸｻﾝｷｮｳｶｲ) 

 

３ 振込期限          年  月  日 
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別紙様式第６号 

 

畜産経営指導支援事業の（変更・中止）に係る申請書 

年 月 日 

一般社団法人 北海道酪農畜産協会 

会  長   〇 〇 〇 〇 様 

 

［農協等または個別畜産経営代表名］ 

［代表者名］   

 

 

  年 月 日付けで実施決定を受けた畜産経営指導支援事業について、畜産経

営指導支援事業実施要領第７の規定に基づき下記のとおり（変更・中止）を申請

します。 

 

記 

 

１ 申請事項 

事業区分 変更・中止 

区分 

変更の理由・内容／中止の理由 
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別紙様式第７号 

 

畜産経営指導支援事業の（変更・中止）決定書 

年 月 日 

［農協等または個別畜産経営代表者］  様 

 

一般社団法人 北海道酪農畜産協会 

会  長  ○ ○ ○ ○ 

 

  年 月 日付けで申請のあった畜産経営指導支援事業について、下記のとお

り（変更・中止）することを決定しましたので、畜産経営指導支援事業実施要領

第７の規定に基づき通知します。 

 

記 

 

１ 決定事項 

事業区分 変更・中止 

区分 

変更の内容 

   

   

 


